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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第26期 

第２四半期 
連結累計期間 

第27期 
第２四半期 
連結累計期間 

第26期 

会計期間 

自平成26年 
  ４月１日 
至平成26年 
  ９月30日 

自平成27年 
  ４月１日 
至平成27年 
  ９月30日 

自平成26年 
  ４月１日 
至平成27年 
  ３月31日 

売上高 （千円） 13,750,923 13,895,391 28,069,309 

経常利益 （千円） 998,427 752,913 1,757,196 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 606,291 486,506 981,829 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 581,665 504,013 1,076,066 

純資産額 （千円） 6,030,905 6,883,083 6,454,153 

総資産額 （千円） 15,477,867 15,105,135 16,387,235 

１株当たり四半期（当期）純利益金

額 
（円） 69.31 55.09 112.08 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 68.75 54.97 111.25 

自己資本比率 （％） 36.8 42.8 36.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,327,224 286,384 2,826,490 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △948,092 △710,510 △1,496,038 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △479,237 △400,485 △930,788 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高 
（千円） 3,345,150 3,054,616 3,909,313 

 

回次
第26期

第２四半期
連結会計期間

第27期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成26年
７月１日
至平成26年
９月30日

自平成27年
７月１日

至平成27年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 52.70 34.81 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 連結子会社の吸収合併 

 当社は、平成27年７月28日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社エス・エフ・アイを吸収合

併（以下「本合併」といいます。）することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。 

 合併契約の概要は、以下のとおりであります。 

（１）本合併の目的 

 当社グループは、流通サービス業に特化し、独自の事業領域で独自のビジネスモデルの確立を図りながら事業

展開を行っており、それぞれの市場でＮo.１のポジションを確立できるビジネスユニットの育成促進を行い、競

争力の高いビジネスユニットの集合体企業グループを目指しております。 

 株式会社エス・エフ・アイは当社の完全子会社として、百貨店向けに特化したビジネス展開を行ってまいりま

した。 

 このような状況の下、当社グループは本合併により経営資源を結集し、業務の効率化を推し進めることによ

り、収益力を高め、経営基盤の更なる強化を図るため、同社を吸収合併することを決定いたしました。 

（２）本合併の方法 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社エス・エフ・アイは解散いたしました。 

（３）本合併の期日（効力発生日） 

 平成27年10月１日 

（４）本合併に際して発行する株式及び割当て 

 株式会社エス・エフ・アイは当社の完全子会社であるため、本合併に際して、当社は株式の割当て及び金銭そ

の他の財産の交付をいたしません。 

（５）本合併比率の算定根拠 

 該当事項はありません。 

（６）引継資産・負債の状況 

 当社は、本合併の効力発生日において、株式会社エス・エフ・アイの資産、負債及びその他一切の権利義務を

承継いたしました。 

（７）吸収合併存続会社となる会社の概要（平成27年９月30日現在） 

① 商号 株式会社ヴィンクス 

② 本店所在地 
大阪市北区堂島浜二丁目２番８号 

東洋紡ビル 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 吉田 實 

④ 資本金 596百万円 

⑤ 事業内容 情報関連サービス事業 

 

- 2 -

2015/11/06 13:24:06／15125815_株式会社ヴィンクス_第２四半期報告書



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策を背景に円安・株高傾

向が継続し、一部の企業収益や設備投資に回復傾向が見られるとともに、雇用情勢に改善が見られ、原油価格が下

落するなどの好影響もあり、景気は引き続き緩やかな回復基調にて推移いたしました。 

しかしながら、米国経済の回復基調が続く一方で、中国その他新興国における経済成長の急激な減速が顕在化

し、欧州の債務問題による金融不安や、緊迫する中東情勢など海外景気に対する不透明感は払拭できず、また、国

内における円安の更なる進行に伴う消費者物価の上昇や輸入原材料価格が高騰し、個人消費の低迷が想定以上に長

引くなど、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。 

情報サービス産業、とりわけ当社の主要分野である流通・サービス業分野におきましては、企業収益の改善を背

景に設備投資に持ち直しの兆しが見られ、顧客のＩＴ投資意欲に改善傾向が見られるものの、業種、業態、チャネ

ル等の垣根を超えた競争が一層激化しており、引き続き厳しい経営環境が続いております。 

このような環境の中、当社グループは、「アジアにおける流通ＩＴのリーディングカンパニーを目指す」を経営

ビジョンとして、中期経営計画における４つの基本戦略「特定顧客（注１）化戦略」、「グローバル戦略」、「商

品・サービスの差別化戦略」及び「経営基盤の強化」を着実に実践し、更なる事業成長と安定的収益の確立に注力

してまいりました。 

当第２四半期連結累計期間において実施した主な施策といたしましては、次のとおりとなります。 

①特定顧客化戦略

新規顧客の獲得に向けた提案活動を積極的に実施し、当社グループのプロダクト製品やサービスを新しいお

客様へ提供することができました。引き続き当社グループの実績と導入効果をもって更なる新規顧客の開拓に

取り組んでまいります。また、既存顧客に対しては、新たな分野のプロダクト製品やサービスを提案するなど

更なる深耕を図ることにより、業務拡大・業容拡大に注力してまいります。 

②グローバル戦略

当社グループがこれまで取り組んできた中国、マレーシア及びベトナムでの経験や実績を踏まえ、大手総合

小売業グループにおける中国及びアセアン地域への更なる進出を全面的に支援し、これまで以上に付加価値の

高いＩＴサービスを展開できる体制作りに取り組んでまいりました。今後もお客様の要望に沿ったＩＴサービ

スを着実に提供することにより、中国及びアセアン地域における市場規模拡大を促進してまいります。 

③商品・サービスの差別化戦略

イ．クラウド型タブレットＰＯＳパッケージ「ＡＮＹ－ＣＵＢＥⓇ＋１」につきましては、関東地方を中心と

して展開する飲食業（ベーカリー店及びラーメン店）にて本番稼動すると共に、その他多くのお客様より引

き合いを頂いております。 

ロ．商品管理基幹システム「ＭＤｗａｒｅⓇ」につきましては、長野県を中心に展開する中堅スーパーにて本

番稼動したことや、福井県にて展開する中堅スーパーより受注を獲得するなど堅調に推移しております。 

ハ．ギフト承りシステム「Ｓｍａｒｔ－Ｇｉｆｔ」につきましては、静岡県にて展開する中堅スーパーより受

注を獲得いたしました。 

ニ．ＰＯＳシステムと連動した顧客情報システム「Ｈｙｂｒｉｄ ＳａｔｉｓｆａⓇ」につきましては、関東

地方を中心として展開する大手スーパーより受注を獲得いたしました。 

④経営基盤の強化 

当社グループにおけるシステム開発の生産性向上を図るべく、中国及びベトナムでのオフショア開発や、経

営管理体制とプロジェクト管理体制を確立するために必要な各種施策を実施してまいりました。また、プロジ

ェクトマネージャーの育成にも注力し、各プロジェクトにおける運用・品質管理を強化するためにＰＭＯ（注

２）を中心として、品質を保持しながら計画的且つ効率的にプロジェクトを遂行することに取り組んでまいり

ました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間に関する業績は次のとおりとなりました。 

売上高は、138億95百万円となり前年同期比１億44百万円（1.1％）の増加、利益面は営業利益８億６百万円とな

り前年同期比４百万円（0.6％）の増加、経常利益７億52百万円となり前年同期比２億45百万円（24.6％）の減

少、親会社株主に帰属する四半期純利益４億86百万円となり前年同期比１億19百万円（19.8％）の減少となりまし

た。 
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（注１）特定顧客 

各業種業態の有力企業であり、当社が主要ＩＴパートナーとしてプロダクトの提供やソリューション開

発に加え、保守・運用業務まで含めて総合的にサービスを提供している顧客のことをいいます。 

（注２）ＰＭＯ（Project Management Office） 

組織におけるプロジェクトマネジメントを統括・管理することを専門として設置された部門のことをい

います。 

(2）財政状態 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は151億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億82百万円の減少と

なりました。これは主に、現金及び預金が前連結会計年度末比８億54百万円減の30億54百万円となったこと、受取

手形及び売掛金が前連結会計年度末比４億70百万円減の48億95百万円となったことによるものであります。

 負債総額は82億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億11百万円の減少となりました。これは主に、買掛

金が前連結会計年度末比３億46百万円減の23億13百万円となったこと、未払金が前連結会計年度末比３億１百万円

減の５億93百万円となったこと、未払法人税等が前連結会計年度末比３億39百万円減の１億39百万円となったこ

と、賞与引当金が前連結会計年度末比２億６百万円減の５億62百万円となったこと、長期借入金が前連結会計年度

末比３億60百万円減の12億30百万円となったことによるものであります。

 純資産は68億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億28百万円の増加となりました。これは主に、利益剰

余金が前連結会計年度末比３億94百万円増の40億29百万円となったことによるものであります。

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）の残高は30億54百万円となり、前連結

会計年度末に比べ８億54百万円減少いたしました。 

 なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果増加した資金は２億86百万円（前年同期は13億27百万円の

増加）となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益の計上７億49百万円であります。また、主な減

少要因は、法人税等の支払額４億45百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果減少した資金は７億10百万円（前年同期は９億48百万円の

減少）となりました。主な減少要因は、貸付けによる支出４億64百万円、無形固定資産の取得による支出２億３百

万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果減少した資金は４億円（前年同期は４億79百万円の減少）

となりました。主な減少要因は、長期借入金の返済による支出３億60百万円、配当金の支払額88百万円でありま

す。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

当社グループは、ますます高度化、多様化する顧客からの情報システムサービスへのニーズに対応し、常に新し

い技術・製品及びサービスの提供を目指し、今後の事業分野で中心となる製品・新技術の研究開発に取り組んでお

ります。

当第２四半期連結累計期間の研究開発は、主にプロダクト分野に係る新規開発に関する研究などを実施いたしま

した。

これらの研究開発費の総額は、37,532千円となっております。

また、これらの研究開発の要件は、今後の製品開発へ活用してまいります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,400,000

計 22,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,859,000 8,859,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 8,859,000 8,859,000 － －

  (注) すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
44,400 8,859,000 8,284 596,035 8,284 638,173

 （注）新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

富士ソフト株式会社 横浜市中区桜木町1-1 6,075,000 68.57 

ヴィンクス従業員持株会 東京都千代田区神田須田町2-7 356,581 4.02 

城 田  正 昭 京都府京田辺市 105,000 1.18 

神 林  忠 弘 新潟市中央区 54,500 0.61 

松 浦  一 夫 三重県四日市市 50,000 0.56 

大 西    誠 堺市西区 48,730 0.55 

有限会社協和商事 埼玉県越谷市新川町2-68-5 48,100 0.54 

新 岡  弘 行 大阪府吹田市 45,000 0.50 

津 田  孝 博 東京都中央区 40,000 0.45 

株式会社エヌエスアール 大阪市西区北堀江1-5-2 39,400 0.44 

計 － 6,862,311 77.46 

 （注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、自己株式（42株）を控除して計算しております。

２．大西誠氏の所有株式数には、ヴィンクス役員持株会名義の株式1,130株を含めて記載しております。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,857,900 88,579

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式     1,100 － －

発行済株式総数 8,859,000 － －

総株主の議決権 － 88,579 －

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式42株が含まれております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

- 6 -

2015/11/06 13:24:06／15125815_株式会社ヴィンクス_第２四半期報告書



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,909,313 3,054,616 

受取手形及び売掛金 5,365,334 4,895,146 

商品 54,795 177,021 

仕掛品 162,430 220,048 

貯蔵品 7,938 8,283 

短期貸付金 2,038,490 2,477,307 

その他 1,064,007 772,927 

貸倒引当金 △4,613 △4,446 

流動資産合計 12,597,696 11,600,904 

固定資産    

有形固定資産    

工具、器具及び備品（純額） 1,082,449 955,791 

その他（純額） 250,287 232,309 

有形固定資産合計 1,332,737 1,188,100 

無形固定資産    

ソフトウエア 999,245 920,144 

のれん 160,570 142,043 

その他 15,216 15,212 

無形固定資産合計 1,175,032 1,077,400 

投資その他の資産    

その他 1,282,028 1,238,730 

貸倒引当金 △259 － 

投資その他の資産合計 1,281,769 1,238,730 

固定資産合計 3,789,538 3,504,231 

資産合計 16,387,235 15,105,135 

負債の部    

流動負債    

買掛金 2,660,365 2,313,549 

未払金 894,236 593,208 

短期借入金 20,000 20,000 

1年内返済予定の長期借入金 720,000 720,000 

リース債務 20,979 21,101 

未払法人税等 478,362 139,201 

賞与引当金 768,999 562,254 

役員賞与引当金 83,759 22,507 

工事損失引当金 45,583 － 

その他 260,295 316,671 

流動負債合計 5,952,581 4,708,494 

固定負債    

役員退職慰労引当金 105,611 95,492 

長期借入金 1,590,000 1,230,000 

退職給付に係る負債 2,208,379 2,129,348 

リース債務 34,241 23,659 

資産除去債務 17,145 11,800 

その他 25,123 23,257 

固定負債合計 3,980,500 3,513,557 

負債合計 9,933,082 8,222,051 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 586,445 596,035 

資本剰余金 1,724,190 1,733,781 

利益剰余金 3,634,450 4,029,180 

自己株式 △41 △41 

株主資本合計 5,945,044 6,358,955 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,952 13,916 

為替換算調整勘定 145,861 131,207 

退職給付に係る調整累計額 △48,627 △35,075 

その他の包括利益累計額合計 104,185 110,048 

新株予約権 2,989 － 

非支配株主持分 401,933 414,079 

純資産合計 6,454,153 6,883,083 

負債純資産合計 16,387,235 15,105,135 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 13,750,923 13,895,391 

売上原価 11,171,693 11,175,965 

売上総利益 2,579,229 2,719,426 

販売費及び一般管理費 ※１ 1,777,555 ※１ 1,913,176 

営業利益 801,673 806,249 

営業外収益    

受取利息 5,156 4,388 

受取配当金 756 207 

貸倒引当金戻入額 172 182 

助成金収入 47,615 － 

補助金収入 － 526 

システムサービス解約収入 216,000 1,412 

為替差益 27,137 － 

生命保険配当金 － 1,303 

その他 13,750 3,941 

営業外収益合計 310,587 11,961 

営業外費用    

支払利息 9,776 7,274 

システム障害対応費用 2,348 1,190 

為替差損 － 49,777 

持分法による投資損失 10 4,343 

固定資産除却損 94,416 2,705 

その他 7,282 5 

営業外費用合計 113,834 65,297 

経常利益 998,427 752,913 

特別利益    

持分変動利益 － 9,558 

特別利益合計 － 9,558 

特別損失    

事務所移転費用 10,874 － 

固定資産除却損 36,332 － 

厚生年金基金脱退損失 － 12,526 

特別損失合計 47,206 12,526 

税金等調整前四半期純利益 951,220 749,946 

法人税、住民税及び事業税 319,548 91,173 

法人税等調整額 30,218 164,020 

法人税等合計 349,766 255,193 

四半期純利益 601,453 494,752 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△4,837 8,246 

親会社株主に帰属する四半期純利益 606,291 486,506 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 601,453 494,752 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △2,214 6,982 

為替換算調整勘定 △28,103 △12,052 

退職給付に係る調整額 12,141 13,552 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,612 778 

その他の包括利益合計 △19,787 9,261 

四半期包括利益 581,665 504,013 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 603,872 492,387 

非支配株主に係る四半期包括利益 △22,206 11,625 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 951,220 749,946 

減価償却費 694,625 533,487 

のれん償却額 18,527 18,527 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,140 △426 

賞与引当金の増減額（△は減少） △146,183 △199,671 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32,902 △61,252 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △22,609 △45,583 

受取利息及び受取配当金 △5,912 △4,596 

支払利息 9,776 7,274 

固定資産除却損 130,748 2,705 

持分法による投資損益（△は益） 10 4,343 

売上債権の増減額（△は増加） 157,033 403,977 

たな卸資産の増減額（△は増加） △39,558 △181,877 

仕入債務の増減額（△は減少） 164,206 △291,278 

未払金の増減額（△は減少） △76,875 △43,976 

その他 △155,510 △157,299 

小計 1,643,457 734,300 

利息及び配当金の受取額 5,912 4,596 

利息の支払額 △9,887 △7,503 

法人税等の支払額 △312,257 △445,008 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,327,224 286,384 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △198,558 △69,454 

無形固定資産の取得による支出 △152,833 △203,009 

資産除去債務の履行による支出 － △5,345 

貸付けによる支出 △1,024,117 △464,328 

貸付金の回収による収入 323,883 25,512 

その他 103,534 6,115 

投資活動によるキャッシュ・フロー △948,092 △710,510 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（△は減少） 30,000 － 

長期借入金の返済による支出 △360,000 △360,000 

配当金の支払額 △131,166 △88,175 

ストックオプションの行使による収入 3,465 16,191 

リース債務の返済による支出 △21,536 △10,459 

非支配株主からの払込みによる収入 － 41,958 

財務活動によるキャッシュ・フロー △479,237 △400,485 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,730 31,723 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △119,835 △792,888 

現金及び現金同等物の期首残高 3,362,396 3,909,313 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
102,590 △61,807 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 3,345,150 ※１ 3,054,616 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 当第２四半期連結会計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）

 該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

 当第２四半期連結会計期間より、当社の連結子会社でありました上海新域系統集成有限公司(日本名呼称：上海ヴ

ィンクス)は、第三者割当増資により当社の持分比率が低下したため連結の範囲から外し、新たに持分法適用の範囲

に含めております。 

 

（会計方針の変更）

 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

 これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更）

 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

 該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

 該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成26年４月１日 
  至  平成26年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

給与手当 652,648千円 690,038千円 

従業員賞与 155,970千円 152,828千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

   次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 3,345,150千円 3,054,616千円

現金及び現金同等物 3,345,150千円 3,054,616千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月12日 

取締役会
普通株式 131,166 15 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 （注）１株当たり配当額15円には、合併記念配当５円を含んでおります。 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

  期間末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月５日 

取締役会
普通株式 87,554 10 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月12日 

取締役会
普通株式 88,075 10 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

  期間末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月５日 

取締役会
普通株式 88,589 10 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

当社グループは、流通・サービス業向けに、情報システムの企画からソフトウエアの開発、システム運

用・保守及びハードウエア販売等の総合的なＩＴサービスと、業務プロセスの企画から必要なＩＴ技術の導

入、人材や設備の準備及び業務プロセスの運用までをトータルで受託するビジネスプロセスアウトソーシン

グサービスを事業内容としており、これらを統合し情報関連サービス事業を単一のセグメントとして事業を

行っております。そのため、セグメント情報については記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 69円31銭 55円09銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
606,291 486,506

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
606,291 486,506

普通株式の期中平均株式数（株） 8,747,116 8,830,818

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 68円75銭 54円97銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 72,292 19,165

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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（重要な後発事象）

 連結子会社の吸収合併

 当社は、平成27年７月28日開催の取締役会決議及び同年９月29日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成27年10月

１日付で当社の完全子会社である株式会社エス・エフ・アイを吸収合併いたしました。 

１．取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業 

名称    株式会社ヴィンクス（当社） 

事業内容  情報関連サービス事業 

② 被結合企業 

名称    株式会社エス・エフ・アイ（当社の完全子会社） 

事業内容  情報関連サービス事業 

（２）企業結合日 

平成27年10月１日 

（３）企業結合の法的形式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社エス・エフ・アイは解散いたしました。 

（４）結合後の企業の名称 

株式会社ヴィンクス（当社） 

（５）その他取引の概要に関する事項 

 当社グループは、流通サービス業に特化し、独自の事業領域で独自のビジネスモデルの確立を図りながら事

業展開を行っており、それぞれの市場でＮo.１のポジションを確立できるビジネスユニットの育成促進を行

い、競争力の高いビジネスユニットの集合体企業グループを目指しております。 

 株式会社エス・エフ・アイは当社の完全子会社として、百貨店向けに特化したビジネス展開を行ってまいり

ました。 

 このような状況の下、当社グループは本合併により経営資源を結集し、業務の効率化を推し進めることによ

り、収益力を高め、経営基盤の更なる強化を図るため、同社を吸収合併することを決定いたしました。 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日公表分）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日公表分）に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を行っております。 

２【その他】

  平成27年11月５日開催の取締役会において、中間配当について次のとおり決議いたしました。

 (1)中間配当による配当金の総額                88,589千円

 (2)１株当たり配当金                           10円

 (3)支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成27年12月７日

  (注) 平成27年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月5日

株式会社ヴィンクス 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 田 尻 慶 太  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 和 田 磨紀郎  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヴィンク

スの平成27年4月1日から平成28年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成27年7月1日から平成27年9

月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヴィンクス及び連結子会社の平成27年9月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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